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令和９年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No 35 府 省 庁 名  国土交通省          

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
市街地再開発事業等による権利床の取得に係る課税標準の特例措置に係る所要の措置 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

市街地再開発事業及び防災街区整備事業の施行により従前の権利者に対して与えられる施設建築物及

び防災施設建築物（権利床）に係る不動産取得税 

 

 

・特例措置の内容 

不動産取得税の課税標準の算定に当たり、下記の算定式により従前権利者が有していた従前資産の価格

に相当する額を当該課税標準から控除する特例措置について、「権利変換日から工事完了後の事業費確定ま

での期間」が地方税の賦課期限である５年を超える場合においても適用が可能となるよう、所要の措置を

講じる。 

 

（課税標準）＝（取得不動産の価格）－（取得不動産の価格）×（従前資産の価額）÷（従後資産の価額） 

 

関係条文 

  

 ・地方税法第 73条の 14第８項及び第 11項 

減収 

見込額 

○市街地再開発事業 

［初年度］ ▲10.5 （ ▲121 ）  ［平年度］ ▲10.5 （ ▲121 ） 

［改正増減収額］ ―                             （単位：百万円） 

 

○防災街区整備事業 

［初年度］ ▲0.1  （ ▲0.5 ）  ［平年度］ ▲0.1  （ ▲0.5 ） 

［改正増減収額］  ―                            （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

市街地再開発事業の推進により、地方都市の再生や大都市の国際競争力の強化に向けた都市機能の更新、

安全なまちづくりに向けた密集市街地の解消を図る。 

また、防災街区整備事業の推進により、密集市街地の防災に関する機能の確保と土地の合理的かつ健全な

利用を図り、もって都市の安全性の向上を図る。 

 

（２）施策の必要性 

市街地再開発事業は、地方都市の再生や大都市の国際競争力の強化に向けた都市機能の更新、安全なまち

づくりに向けた密集市街地の解消を推進するにあたって、老朽化した建築物等が一定割合を超える地区にお

いて、細分化された敷地の統合、施設建築物の建築及び公共施設の整備等を行うことで都市における土地の

合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る有効な手段となっている。 

また、防災街区整備事業は、狭小な敷地に老朽木造建築物が密集し、細街路、行き止まり路が多い等公共

施設の整備が不十分であることにより、地震等によりいったん火災が発生した場合には、広域かつ甚大な被

害が想定される密集市街地の整備改善が喫緊の課題となっているところ、地権者・住民の権利保護、居住の

継続を図りつつ、老朽建築物を除却し、防災機能を備えた建物と公共施設を整備する有効な手段となってい

る。 

一般的な市街地再開発事業及び防災街区整備事業では、権利者の同意の有無にかかわらず、権利者の従前

資産に関する権利を、当該事業によって整備された施設建築物中の資産（従後資産）に関する権利に強制的

に変換することから、従後資産の取得時に発生する不動産取得税のうち、「従前資産に対応する部分」には課

税がされないよう、特例措置を講じている。 
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他方、近年、事業期間が長期化する事業が増えており、「権利変換日から工事完了後の事業費確定までの期

間」が５年を超える事業が増加している。この場合、「権利変換日から工事完了後の事業費確定までの期間」

が５年を超過してしまうと、特例措置の適用前に、地方税の賦課期限（５年）が到来し、権利者は「従前資

産に対応する部分」にも課税されてしまうところ。 

このように、事業期間の長期化という権利者が自由にコントロールできない理由によって原則どおりの課

税となる場合には、本特例措置の本来の目的を達成できず、権利者に不当な負担を課してしまうこととなる

ほか、権利者の協力意欲を減退させ、事業の円滑な施行にも支障が生じるおそれがあることから、所要の措

置を講じる必要がある。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

― 
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今
回
の
要
望
（
税
負
担
軽
減
措
置
等
）
に
関
連
す
る
事
項 

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

政策目標７・・・都市再生・地域再生の推進 

施策目標 25・・・都市再生・地域再生を推進する 

参考指標 131・・・都市機能更新率（市街地再開発事業等により４階建以上の建築物へ更

新された宅地面積の割合） 

 

政策目標４・・・水害等災害による被害の軽減 

施策目標 11・・・住宅・市街地の防災性を向上する 

業績指標 41・・・著しく危険な密集市街地の面積の解消率（密集市街地のうち、延焼危

険性又は避難困難性が高く、地震時等における最低限の安全性が確保

されていない、著しく危険な密集市街地をいう） 

 

＜参考＞ 

【都市機能の更新】 

〇地域創生に関する総合戦略～これまでの地方創生の取組のフォローアップと推進戦略

～（令和７年 12月 23日閣議決定） 

「都市再生特別措置法の制度等を活用し、地方都市の顔として地域経済をけん引する優

良な民間都市開発プロジェクトを促進することで、必要な都市基盤や魅力的な公共公益

施設の整備、これらの高質な管理運営による持続可能な協働型都市再生を実現する。」 

 

【地震時等に著しく危険な密集市街地の面積】 

○住生活基本計画（令和８年３月 27日閣議決定） 

「密集市街地における、老朽建築物の除却、建築物の共同化・不燃化、避難路となる道

路及び避難地となる公園の整備、無電柱化等並びに地域防災力の向上に資するソフト対

策の促進」 

○国土強靱化基本計画（令和５年７月 28日閣議決定） 

「地震等に対し著しく危険な密集市街地の解消に向けて、道路や公園の整備、老朽建築

物等の除却・建て替え等のハード対策を進めるとともに、より一層の安全性を確保する

ため、防災設備の設置（消防水利、防災備蓄倉庫等）や防災マップの作成、消火・避難

訓練の実施等のソフト対策を促進する。」 

政策の 

達成目標 

○都市機能更新率 

平成 30年度 42.5％ → 令和 10年度 47.0％ 

※都市機能更新率 

特に一体的かつ総合的に再開発を促進すべき地区（都市再開発法第２条の３第１項第

２号又は同条第２項に位置付けられた地区等）における宅地面積のうち４階建て以上

の建築物の宅地面積の割合 

 

○「地震時等に著しく危険な密集市街地」の面積の解消率（（令和７年度）83％）につい

て令和 12年度までに 100％解消を目指す（住生活基本計画（令和８年３月 27日閣議決

定））。   

※地震時等に著しく危険な密集市街地の面積 

密集市街地のうち、延焼危険性又は避難困難性が高く、地震時等における最低限の安

全性が確保されていない、著しく危険な密集市街地 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

― 

同上の期間中

の達成目標 

― 
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政策目標の 

達成状況 

○都市機能更新率  

令和７年度末時点 45.4％ 

○地震時等に著しく危険な密集市街地の面積の解消率 

 令和７年度末時点 83％ 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

○市街地再開発事業 

916件／年程度の適用が見込まれる。  

（工事完了地区における権利者数の年間合計値の平均（令和３～７年度）） 

（出典）地方公共団体への税制特例適用実績等調査 

（市街地整備課にて実施） 

 

○防災街区整備事業 

17件／年程度の適用が見込まれる。  

（工事完了地区における権利者数の年間合計値の平均（令和３～７年度）） 

（防災街区整備事業の施行者等へのヒアリング調査より） 

（市街地建築課市街地住宅整備室にて実施） 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

一般的な市街地再開発事業及び防災街区整備事業では、権利者の同意の有無にかかわ

らず、権利者の従前資産に関する権利を、従後資産に関する権利に強制的に変換するこ

とから、従後資産の取得時に発生する不動産取得税のうち、「従前資産に対応する部分」

には課税がされないよう、特例措置が講じられているところ、「権利変換日から工事完了

後の事業費確定までの期間」が地方税の賦課期限である５年を超える場合においても適

用を可能とすることで、本特例措置の本来の目的を達成し、事業の円滑な施行を確保す

る効果が見込まれる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

・権利床の取得に係る譲渡所得の特例（租税特別措置法第 33条の３第２項及び第４項、

第 65条第１項） 

・権利床の取得に係る固定資産税の特例（地方税法附則第 15条の８第１項及び第３項） 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

○市街地再開発事業 

社会資本整備総合交付金（令和９年度予算概算要求額：6,811億円の内数） 

 

○防災街区整備事業 

社会資本整備総合交付金（令和９年度予算概算要求額：6,811億円の内数） 

防災・安全交付金（令和９年度予算概算要求額：11,293億円の内数） 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

上記の予算上の措置は事業の施行者に対して行うものであり、本特例措置の支援対象

（従前の権利者）とは明確な区別がなされている。 

要望の措置の 

妥当性 

特例措置は、事業の性質に鑑み、従後資産の取得時に発生する不動産取得税のうち「従

前資産に対応する部分」には課税がされないようにするためのものである。他方、補助

金による事業費支援については施行者への支援を目的としており、役割分担されている。 

また、事業の権利者を個別に捕捉して予算措置によって補助していくことは、行政の

効率化の観点から非効率であるため、税制特例によって措置することは政策の達成のた

めの手段として妥当である。 
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こ

れ

ま

で

の

税

負

担

軽

減

措

置

等

の

適

用

実

績

と

効

果

に

関

連

す

る

事

項 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

○市街地再開発事業 

（単位：（適用件数）件、（減収額）百万円 

年度 適用件数 減収額 

令和３年度 1,389 1,452 

令和４年度 354 586 

令和５年度 1,255 16,154 

令和６年度 861 2,893 

令和７年度 721 4,857 

（出典）地方公共団体への税制特例適用実績等調査（国土交通省にて実施） 

 

○防災街区整備事業 

（単位：（適用件数）件、（減収額）百万円） 

年度 適用件数 減収額 

令和３年度 28 30 

令和４年度 ０ ０ 

令和５年度 33 46 

令和６年度 23 30 

令和７年度 ０ ０ 

（出典）防災街区整備事業の施行者等へのヒアリング調査（国土交通省にて実施） 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

① 適用総額の種類    ：課税標準（不動産の価格） 

② 【市街地再開発事業】 

適用実績      ：令和４年度 3,809,280千円 

令和５年度 3,268,508千円 

令和６年度 1,964,083千円 

【防災街区整備事業】 

適用実績     ：令和４年度 ０   千円 

令和５年度 39,417 千円 

令和６年度 ０   千円 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

一般的な市街地再開発事業及び防災街区整備事業では、権利者の同意の有無にかかわ

らず、権利者の従前資産に関する権利を、従後資産に関する権利に強制的に変換するこ

とから、従後資産の取得時に発生する不動産取得税のうち、「従前資産に対応する部分」

には課税がされないよう、特例措置が講じられているところ、「権利変換日から工事完

了後の事業費確定までの期間」が地方税の賦課期限である５年を超える場合においても

適用を可能とすることで、本特例措置の本来の目的を達成するためのものであることか

ら、不動産取得税の特例措置を講じることが手段として有効である。 

前回要望時の 

達成目標 

― 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

― 

これまでの要望経緯 

・市街地再開発事業に関する措置 昭和 44年度 創設 

・防災街区整備事業に関する措置 平成 16年度 創設 


